
 

 

 

 

 

貸  借  対  照  表  （平成 22 年３月 31 日現在） 
   （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部） （負 債 の 部） 

現 金 預 け 金 595,387 預 金 7,229,222

現 金 86,542 当 座 預 金 299,221

預 け 金 508,845 普 通 預 金 3,840,555

コ ー ル ロ ー ン 7,730 貯 蓄 預 金 91,126

買 入 金 銭 債 権 101,691 通 知 預 金 21,844

特 定 取 引 資 産 2,159 定 期 預 金 2,765,699

商 品 有 価 証 券 2,157 定 期 積 金 25

商 品 有 価 証 券 派 生 商 品 2 そ の 他 の 預 金 210,749

有 価 証 券 1,499,052 譲 渡 性 預 金 336,457

国 債 503,519 コ ー ル マ ネ ー 25,635

地 方 債 20,110 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 39,044

社 債 512,291 借 用 金 302,695

株 式 96,200 借 入 金 302,695

そ の 他 の 証 券 366,930 外 国 為 替 740

貸 出 金 6,111,128 売 渡 外 国 為 替 658

割 引 手 形 43,996 未 払 外 国 為 替 81

手 形 貸 付 343,323 社 債 80,000

証 書 貸 付 4,928,368 そ の 他 負 債 55,783

当 座 貸 越 795,439 未 決 済 為 替 借 115

外 国 為 替 5,762 未 払 法 人 税 等 362

外 国 他 店 預 け 3,753 未 払 費 用 11,704

買 入 外 国 為 替 974 前 受 収 益 3,399

取 立 外 国 為 替 1,034 従 業 員 預 り 金 1,643

そ の 他 資 産 104,448 給 付 補 て ん 備 金 0

前 払 費 用 6,345 先 物 取 引 差 金 勘 定 2

未 収 収 益 12,557 金 融 派 生 商 品 21,582

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 9 リ ー ス 債 務 1,073

金 融 派 生 商 品 29,806 そ の 他 の 負 債 15,899

そ の 他 の 資 産 55,729 利 息 返 還 損 失 引 当 金 1,016

有 形 固 定 資 産 141,183 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 3,112

建 物 35,334 そ の 他 の 偶 発 損 失 引 当 金 548

土 地 99,877 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 32,176

リ ー ス 資 産 1,135 支 払 承 諾 49,934

建 設 仮 勘 定 336 負 債 の 部 合 計 8,156,366

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 4,498 （純 資 産 の 部） 

無 形 固 定 資 産 6,010 資 本 金 82,329

ソ フ ト ウ ェ ア 5,266 資 本 剰 余 金 60,480

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 743 資 本 準 備 金 60,479

繰 延 税 金 資 産 71,434 そ の 他 資 本 剰 余 金 1

支 払 承 諾 見 返 49,934 利 益 剰 余 金 229,065

貸 倒 引 当 金 △100,255 利 益 準 備 金 46,520

 そ の 他 利 益 剰 余 金 182,545

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 501

 別 途 積 立 金 144,220

 繰 越 利 益 剰 余 金 37,823

 株 主 資 本 合 計 371,876

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 26,133

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △5,054

 土 地 再 評 価 差 額 金 46,345

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 67,424

 純 資 産 の 部 合 計 439,300

資 産 の 部 合 計 8,595,667 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 8,595,667

福岡市中央区天神二丁目 13 番 1 号 

株式会社 福岡銀行 

取締役頭取 谷 正 明 

第 99 期  決  算  公  告 

平成 22 年 6 月 29 日 
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損 益 計 算 書 

    （単位：百万円） 
科 目 金 額 

経 常 収 益  181,915  
資 金 運 用 収 益  139,716   

貸 出 金 利 息  116,275   
有 価 証 券 利 息 配 当 金  20,073   
コ ー ル ロ ー ン 利 息  102   
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息  6   
預 け 金 利 息  358   
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息  1,753   
そ の 他 の 受 入 利 息  1,146   

信 託 報 酬  1   
役 務 取 引 等 収 益  30,297   

受 入 為 替 手 数 料 10,792   
そ の 他 の 役 務 収 益 19,504   

特 定 取 引 収 益  222   
商 品 有 価 証 券 収 益 221   
そ の 他 の 特 定 取 引 収 益 0   

そ の 他 業 務 収 益  8,028   
外 国 為 替 売 買 益 1,585   
国 債 等 債 券 売 却 益 3,637   
金 融 派 生 商 品 収 益 2,805   
そ の 他 の 業 務 収 益 0   

そ の 他 経 常 収 益  3,649   
株 式 等 売 却 益 596   
そ の 他 の 経 常 収 益 3,053   

経 常 費 用   151,453  
資 金 調 達 費 用  26,368   

預 金 利 息  10,575   
譲 渡 性 預 金 利 息  717   
コ ー ル マ ネ ー 利 息  454   
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息  142   
借 用 金 利 息  3,253   
社 債 利 息  2,976   
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息  7,595   
そ の 他 の 支 払 利 息  654   

役 務 取 引 等 費 用  15,315   
支 払 為 替 手 数 料  4,127   
そ の 他 の 役 務 費 用  11,188   

そ の 他 業 務 費 用  867   
国 債 等 債 券 売 却 損  54   
国 債 等 債 券 償 還 損  733   
国 債 等 債 券 償 却  79   

営 業 経 費  76,760   
そ の 他 経 常 費 用  32,140   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  21,727   
株 式 等 売 却 損  2,481   
株 式 等 償 却  1,777   
そ の 他 の 経 常 費 用  6,154   

経 常 利 益   30,462  
特 別 利 益   4,901  

固 定 資 産 処 分 益  11   
償 却 債 権 取 立 益  4,890   

特 別 損 失   2,509  
固 定 資 産 処 分 損  849   
減 損 損 失  692   
そ の 他 の 特 別 損 失  966   

税 引 前 当 期 純 利 益   32,854  
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  134   
過 年 度 法 人 税 等  △268   
法 人 税 等 調 整 額  △972   
法 人 税 等 合 計   △1,106  

当 期 純 利 益   33,960  
     

 

(          ) 平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで 

2



 

 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

重要な会計方針 

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の

格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、

取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上する

とともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上

しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価

により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決済したも

のとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中の受払利息等に、有価証

券、金銭債権等については前事業年度末と当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商

品については前事業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を

加えております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による原価法又は償却原価法

（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、

その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原

価は主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものに

ついては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処理しております。 

また、変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた結果、引き続き市場価格

を時価とみなせない状態にあると判断し、当事業年度末においては、合理的に算定された価額

をもって貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格等をもって貸借対照表計上

額とした場合に比べ、「有価証券」は 9,535 百万円増加、「繰延税金資産」は 3,852 百万円減少、

「その他有価証券評価差額金」は 5,682 百万円増加しております。 

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来のキャッシ

ュ・フローを、国債の利回り曲線に基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、

国債の利回りが主な価格決定変数であります。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建 物  ３年～50 年 

その他  ２年～20 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、原則

としてリース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零と

しております。 

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
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６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権

については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在

は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下

「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し

必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務

者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積も

ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子

率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー

見積法）により引き当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間におけるデフォルト件数から算出したデフォ

ルト率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の

引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として

債権額から直接減額しており、その金額は 89,455 百万円であります。 

(2) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、当事業年度末において

は、年金資産の額が、退職給付債務から未認識項目の合計額を控除した額を超過しているた

め、前払年金費用として貸借対照表の「その他資産」中の「その他の資産」に計上しており

ます。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務    発生年度に全額を処理。 

数理計算上の差異  各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

ら損益処理。 

（会計方針の変更） 

当事業年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第

19 号平成 20 年７月 31 日）を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年

度の計算書類に与える影響はありません。 

(3) 利息返還損失引当金 

利息返還損失引当金は、平成 17 年度において子会社であった株式会社福岡カードを合併

した際に承継した権利・義務に係るもので、利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息等

の返還請求に備えるため必要な額を計上しております。 

(4) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に

備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しており

ます。 
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(5) その他の偶発損失引当金 

その他の偶発損失引当金は、業務上発生する可能性のある偶発損失を見積り、必要と認め

られる額を計上しております。 

７．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前

に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 
８．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッ

ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジにつ

いて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残

存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固

定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により

有効性の評価をしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定

する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債

務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を

ヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジシ

ョン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

  

会計方針の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

 当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号平成 20 年３月 10 日）

を適用しております。 

 これにより、従来の方法に比べ、有価証券は 570 百万円増加、繰延税金資産は 230 百万円減少、

その他有価証券評価差額金は 340 百万円増加し、経常利益および税引前当期純利益は、それぞれ   

266 百万円増加しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資）総額（親会社株式を除く） 10,888 百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の

国債に合計 76,591 百万円含まれております。 

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現金担保付債券

貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は 301,428 百万円、再

貸付けに供している有価証券は 24,786 百万円、当事業年度末に当該処分をせずに所有してい

るものは 72,291 百万円であります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は 6,934 百万円、延滞債権額は 122,523 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかっ

た貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また､延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって､破綻先債権及び債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 1,195 百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 37,048 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

167,702 百万円であります。 

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これ

により受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は、44,970百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金 2,464 百万円 

有価証券 747,429 百万円 

その他資産 99 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 46,495 百万円 

債券貸借取引受入担保金 39,044 百万円 

借用金 167,400 百万円 

上記のほか、日銀共通担保及び為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用と

して、有価証券 369,886 百万円、その他資産 12 百万円を差し入れております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の借入金等にかかる担保提供資産はありません。 

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は 9 百万円、保証金は 1,783 百万円であります。 

なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理してお

りますが、これにより引き渡した商業手形及び買入外国為替はありません。 
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９．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を

貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,365,076 百

万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能

なもの）が 2,232,852 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高

そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ

れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当

行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が

付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す

るほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応

じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日        平成 10 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号

に定める算定方法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地

の価額（路線価）を基準として時価を算出しております。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の合計額

と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 25,603 百万円 

11．有形固定資産の減価償却累計額   53,830 百万円 

12．有形固定資産の圧縮記帳額 6,800 百万円 

13．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入

金 80,000 百万円が含まれております。 

14．社債には、期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）80,000 百万円が含まれております。 

15．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に

対する当行の保証債務の額は 28,733 百万円であります。 

16．１株当たりの純資産額 593 円 68 銭 

17．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。 

18．関係会社に対する金銭債権総額   110,371 百万円 

19．関係会社に対する金銭債務総額 78,271 百万円 

20. 銀行法施行規則第 19 条の２第１項３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準) 

                                       11.72％ 
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（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 967 百万円 

役務取引等に係る収益総額 436 百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 179 百万円 

その他の取引に係る収益総額 －百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 1,578 百万円 

役務取引等に係る費用総額 2,733 百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 8,291 百万円 

その他の取引に係る費用総額 －百万円 

２．「その他の経常収益」には、最終取引日以降長期間移動のない預金等に係る収益計上額 1,466

百万円が含まれております。 

３.「その他の経常費用」には、債権売却損 2,712 百万円を含んでおります。 

４．「その他の特別損失」は、割増退職金 966 百万円であります。 

５．１株当たり当期純利益金額 45円89銭 

 

６．関連当事者との取引 

(1) 親会社                             （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

資金の貸付 △1,000 貸出金 104,000 
親会社 

株式会社ふくお
かフィナンシャ
ルグループ 

被所有 
直接 100%

経営管理等
役員の兼任 貸出金利息 917 ― ― 

   （注）貸出金取引等については、一般と同条件にて行っております。 

 

(2) 子会社及び関連会社等 （単位：百万円） 

種類 会社等の名称 
議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

当行の住宅ロー
ン債権等に関す

る被保証 
1,520,490 ― ― 

子会社 
ふくぎん保証 
株式会社 

所有 
直接 45% 

― 

保証料の支払 2,117 ― ― 

   （注）保証料については、市場情勢等を勘案し合理的に決定しております。 

 

(3) 兄弟会社  

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 
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(4) 役員 （単位：百万円） 

種類 
会社等の名称
または氏名 

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役 員 及

び そ の

近親者 

 
 
芦塚 日出美 － 

当行監査役
九州通信ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ㈱ 代表
取締役社長

資金の貸付 405 貸出金 875 

役 員 及

び そ の

近親者 

 
 
芦塚 日出美 － 

当行監査役
㈱福岡ｿﾌﾄﾘｻ

ｰﾁﾊﾟｰｸ  
代表取締役

社長 

資金の貸付 1,223 貸出金 1,664 

資金の貸付 393 貸出金 19,254 役 員 及

び そ の

近親者 

 
 
長尾 亜夫 － 

当行監査役
西日本鉄道
㈱ 代表取
締役会長 

債務保証 52 
支払承
諾見返 

378 

   （注） 貸出金取引並びに保証取引については、一般と同条件にて行っております。 

 

 

 

9



 

 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、並

びに「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

 

１．売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

  当事業年度の損益に含まれた評価差額
(百万円) 

 売 買 目 的 有 価 証 券 3

 

２．満期保有目的の債券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

 
 種類 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

 国債 101,996 112,029 10,032

 社債 17,692 17,984 292

 その他 70,597 70,812 215

 

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの 

小計 190,286 200,826 10,540

 国債 8,234 8,174 △60

 社債 9,487 9,469 △18

 その他 8,681 8,673 △7

 

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの 

小計 26,404 26,317 △86

 合計 216,690 227,144 10,453

 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

  子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（貸借対照表計上額 子会社株式 9,310 百万円、

関連会社株式 1,552 百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。 

 

４．その他有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

 
 種類 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

 株式 66,933 35,178 31,755

 債券 774,660 761,421 13,238

 国債 332,814 326,667 6,146

 地方債 13,329 13,046 282

 社債 428,517 421,708 6,808

 その他 206,105 199,096 7,008

 

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の 

小計 1,047,700 995,697 52,002

 株式 12,286 16,334 △4,048

 債券 123,848 124,398 △549

 国債 60,473 60,649 △176

 地方債 6,781 6,846 △64

 社債 56,594 56,902 △308

 その他 152,153 156,053 △3,900

 

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの 

小計 288,288 296,786 △8,498

 合計 1,335,988 1,292,484 43,503
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（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

  貸 借 対 照 表
計上額(百万円) 

 非上場株式 7,736

 非上場外国証券 33

 その他 7,019

 合計 14,788

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

 

該当事項はありません。 

 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

  売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

 株式 5,315 596 2,481

 債券 141,295 2,460 37

 国債 － － －

 地方債 10,000 － －

 社債 131,295 2,460 37

 その他 4,841 1,177 16

 合計 151,451 4,233 2,536

 

７．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価（市場価格又は合理的に算定された価額）のあるもののうち、当該

有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込

みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするととも

に、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、1,072 百万円（うち株式 992 百万円、債券 79 百万円）で

あります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準におい

て、有価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

 

正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落又は、時価が取
得原価に比べ30％以上50％未満下落したもので市場価
格が一定水準以下で推移等 

なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形取引所における取引停止処分等、法的・形式的

に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥ってい

る発行会社、破綻懸念先とは、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社で

あります。要注意先とは、今後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上

記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。 
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（税効果会計関係） 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

 繰延税金資産  

 貸倒引当金 63,764 百万円 

 税務上の繰越欠損金 10,570  

 退職給付引当金 6,131  

 有価証券償却 25,324  

 減価償却 1,803  

 その他 9,656  

 繰延税金資産小計 117,250  

 評価性引当額 △16,636  

 繰延税金資産合計 100,614  

 繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △17,369  

 退職給付信託設定益 △10,709  

 固定資産圧縮積立金 △534  

 その他 △565  

 繰延税金負債合計 △29,179  

 繰延税金資産の純額 71,434 百万円 

 

 

12



(単位：百万円)

　注 1.　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　 2.　元本補てん契約のある信託については、平成２２年３月３１日現在取扱残高がありません。

(平成２２年３月３１日現在)

(参　考)

信 託 財 産 残 高 表

385 385合 計 合 計

現 金 預 け 金

297

88

385金 銭 信 託

金 額

有 価 証 券

資 産 金 額 負 債
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連結貸借対照表（平成 22 年３月 31 日現在） 

   （単位：百万円） 
科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部） （負 債 の 部） 

現 金 預 け 金 601,786 預 金 7,223,255

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 7,730 譲 渡 性 預 金 317,457

買 入 金 銭 債 権 108,695 コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 25,635

特 定 取 引 資 産 2,159 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 39,044

有 価 証 券 1,491,595 借 用 金 253,575

貸 出 金 6,107,255 外 国 為 替 740

外 国 為 替 5,762 社 債 80,000

そ の 他 資 産 107,177 そ の 他 負 債 72,859

有 形 固 定 資 産 142,003 退 職 給 付 引 当 金 521

建 物 35,731 利 息 返 還 損 失 引 当 金 1,068

土 地 99,877 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 3,112

リ ー ス 資 産 1,440 そ の 他 の 偶 発 損 失 引 当 金 548

建 設 仮 勘 定 336 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 32,176

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 4,616 支 払 承 諾 109,900

無 形 固 定 資 産 6,406 負 債 の 部 合 計 8,159,894

ソ フ ト ウ ェ ア 5,643 （純 資 産 の 部） 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 763 資 本 金 82,329

繰 延 税 金 資 産 74,808 資 本 剰 余 金 60,587

支 払 承 諾 見 返 109,900 利 益 剰 余 金 234,639

貸 倒 引 当 金 △108,823 株 主 資 本 合 計 377,557

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 26,110

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △5,054

 土 地 再 評 価 差 額 金 46,345

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 67,401

 少 数 株 主 持 分 51,606

 純 資 産 の 部 合 計 496,565

資 産 の 部 合 計 8,656,459 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 8,656,459

福岡市中央区天神二丁目 13 番 1号 

株式会社 福岡銀行 

取締役頭取 谷 正 明 
平成 22 年 6月 29 日 
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         連結損益計算書 

    （単位：百万円） 
科 目 金 額 

経 常 収 益   188,888 

資 金 運 用 収 益  139,844  

貸 出 金 利 息  116,403  

有 価 証 券 利 息 配 当 金  20,072  

コールローン利息及び買入手形利息  102  

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息  6  

預 け 金 利 息  359  

そ の 他 の 受 入 利 息  2,899  

信 託 報 酬  1  

役 務 取 引 等 収 益  29,860  

特 定 取 引 収 益  222  

そ の 他 業 務 収 益  14,934  

そ の 他 経 常 収 益  4,026  

経 常 費 用   155,048 

資 金 調 達 費 用  24,837  

預 金 利 息  10,571  

譲 渡 性 預 金 利 息  668  

コールマネー利息及び売渡手形利息  454  

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息  142  

借 用 金 利 息  1,774  

社 債 利 息  2,976  

そ の 他 の 支 払 利 息  8,249  

役 務 取 引 等 費 用  12,581  

そ の 他 業 務 費 用  822  

営 業 経 費  81,795  

そ の 他 経 常 費 用  35,011  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  24,701  

そ の 他 の 経 常 費 用  10,309  

経 常 利 益   33,840 

特 別 利 益   5,208 

固 定 資 産 処 分 益  11  

償 却 債 権 取 立 益  5,197  

特 別 損 失   2,509 

固 定 資 産 処 分 損  850  

減 損 損 失  692  

そ の 他 の 特 別 損 失  966  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益   36,539 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  1,106  

過 年 度 法 人 税 等  △268  

法 人 税 等 調 整 額  △856  

法 人 税 等 合 計   △17 

少 数 株 主 利 益   1,755 

当 期 純 利 益   34,802 
    

(          ) 平成21年４月１日から 
平成22年３月31日まで 
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連結計算書類の作成方針 

 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等   16 社 

会社名 

福銀オフィスサービス株式会社 

福 銀 事 務 サ ー ビ ス 株 式 会 社 

福 銀 不 動 産 調 査 株 式 会 社 

ふ く お か 債 権 回 収 株 式 会 社 

Fukuoka Preferred Capital Cayman Limited  

Fukuoka Preferred Capital 2 Cayman Limited  

株 式 会 社 Ｆ Ｆ Ｇ カ ー ド 

フ ァ ミ リ ー カ ー ド 株 式 会 社 

しんわディーシーカード株式会社 

株式会社ＦＦＧビジネスコンサルティング 

親和コーポレート・パートナーズ株式会社 

福岡コンピューターサービス株式会社 

ふ く ぎ ん 保 証 株 式 会 社 

一般社団法人ふくおか・アセット・ホールディングス 

有限会社マーキュリー・アセット・コーポレーション 

有限会社ジュピター・アセット・コーポレーション 

 

なお、ファミリーカード株式会社及びしんわディーシーカード株式会社につきましては、株式取得

により、平成 21 年 12 月 31 日より連結対象子会社としております。 

また、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（以下「一般社団・財団法人法」という。）

の施行に伴い、中間法人法が廃止され、既存の中間法人が「一般社団・財団法人法」に基づく一般社

団法人に移行することになり、「有限責任中間法人ふくおか・アセット・ホールディングス」は「一

般社団法人ふくおか・アセット・ホールディングス」に社名変更しております。 

② 非連結の子会社及び子法人等は該当ありません。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等は該当ありません。 

② 持分法適用の関連法人等   ３社 

会社名 

前 田 証 券 株 式 会 社 

九州技術開発１号投資事業有限責任組合 

成長企業応援投資事業有限責任組合 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は該当ありません。 

④ 持分法非適用の関連法人等は該当ありません。 

(3) 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

６ 月 末 日 ３社 

１ 月 24 日 ２社 

３ 月 末 日 11 社 

② ６月末日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、３月末日現在で実施した仮決

算に基づく計算書類により、またその他の連結される子会社及び子法人等については、それぞれの決

算日の計算書類により連結しております。 

連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。 

(4) 連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しておりま

す。 
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいてお

ります。 

 

 
 

会計処理基準に関する事項 

(1) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を

利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を

基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引か

らの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価によ

り、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみな

した額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、

金銭債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品に

ついては前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加え

ております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による原価法又は償却原価法（定額法）、

その他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は

主として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動

平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産

直入法により処理しております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引(特定取引目的の取引を除く)の評価は、時価法により行っております。 

(4) 減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ３年～50 年 

その他  ２年～20 年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、主として当行と同様の処理を行ってお

ります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当

行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、原則としてリ

ース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 
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(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債

権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下の

なお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債

権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の

支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債

権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権につ

いては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額

との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間におけるデフォルト件数から算出したデフォルト率等に

基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は 93,030 百万円であります。 
その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金については、貸倒実績率等に基づく処理を行っ

ております。 

(6) 退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、当行は、当連結会計年度末において、年

金資産の額が、退職給付債務から未認識項目の合計額を控除した額を超過しているため、前払年金費用

として連結貸借対照表の「その他資産」に計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差

異の処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務     発生年度に全額を処理。 

数理計算上の差異   各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら損益処理。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第 19

号平成 20 年７月 31 日）を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当連結会計年度の

連結計算書類に与える影響はありません。 

(7) 利息返還損失引当金の計上基準 

利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息等の返還請求に備えるため必要

な額を計上しております。 

(8) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金に関して、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。 
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(9) その他の偶発損失引当金の計上基準 

その他の偶発損失引当金は、業務上発生する可能性のある偶発損失を見積り、必要と認められる額を

計上しております。 

(10) 外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(11) リース取引の処理方法 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 
(12) 重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融

商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・

貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定

し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ

手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に

おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによ

っております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺

する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨

建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(13) 消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 
 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

 当連結会計年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号平成 20 年３月 10 日）およ

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号平成 20 年３月 10 日）を

適用しております。 

 これにより、従来の方法に比べ、有価証券は 570 百万円増加、繰延税金資産は 230 百万円減少、その他

有価証券評価差額金は 340 百万円増加し、経常利益および税金等調整前当期純利益は、それぞれ 266 百万

円増加しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資）総額（連結子会社及び連結子法人等の株式（及び出資）を除く）2,780

百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に

合計 76,591 百万円含まれております。 

無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現金担保付債券貸借取引

により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有す

る有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は 301,428 百万円、再貸付けに供している有価証

券は 24,786 百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは 72,291 百万円でありま

す。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は 6,949 百万円、延滞債権額は 122,870 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政

令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じて

いる貸出金であります。 

また､延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって､破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 1,195 百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 37,048 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 168,063 百万

円であります。 

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有し

ておりますが、その額面金額は、44,970百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金 2,464 百万円 

有価証券 747,429 百万円 

その他資産 99 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 46,495 百万円 

債券貸借取引受入担保金 39,044 百万円 

借用金 167,400 百万円 

上記のほか、日銀共通担保及び為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有

価証券 369,886 百万円、その他資産 12 百万円を差し入れております。 

関連法人等の借入金等にかかる担保提供資産はありません。 

また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は 9 百万円、保証金は 1,704 百万円であります。 

なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しておりますが、

これにより引き渡した商業手形及び買入外国為替はありません。 
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９．当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,358,561 百万円であります。このうち

原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が 2,226,337 百万円ありま

す。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもの

ではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある

ときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧

客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。 

再評価を行った年月日 平成 10 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定める

算定方法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額（路線価）

を基準として時価を算出しております。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当

該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 25,603 百万円 

11．有形固定資産の減価償却累計額   55,096 百万円 

12．有形固定資産の圧縮記帳額 6,800 百万円 

13．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 80,000

百万円が含まれております。 

14．社債には、期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付）80,000 百万円が含まれております。 

15．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する

当行の保証債務の額は 28,733 百万円であります。 

16．１株当たりの純資産額 601 円 33 銭 

17．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部等については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。 

18．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

 退職給付債務 △72,615 百万円  

 年金資産（時価） 94,344   

 （うち退職給付信託の年金資産） （47,626）   

 未積立退職給付債務 21,728   

 会計基準変更時差異の未処理額 －   

 未認識数理計算上の差異 15,225   

 未認識過去勤務債務（債務の減額） －   

 連結貸借対照表計上額の純額 36,953   

 前払年金費用 37,475   

 退職給付引当金 △521   
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19．｢繰延税金資産｣及び｢繰延税金負債｣の発生の主な原因別内訳は次のとおりであります。 

 繰延税金資産    

 貸倒引当金 68,522 百万円  

 税務上の繰越欠損金 26,826   

 退職給付引当金 6,338   

 有価証券償却 9,368   

 減価償却 1,805   

 その他 9,815   

 繰延税金資産小計 122,676   

 評価性引当額 △18,611   

 繰延税金資産合計 104,064   

 繰延税金負債    

 その他有価証券評価差額金 △17,360   

 退職給付信託設定益 △10,709   

 固定資産圧縮積立金 △534   

 その他 △651   

 繰延税金負債合計 △29,256   

 繰延税金資産の純額 74,808 百万円  

 

20. 銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率   11.80％ 
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（連結損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、株式等売却益 596 百万円、最終取引日以降長期間移動のない預金等に係る収

益計上額 1,466 百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、株式等売却損 2,481 百万円、株式等償却 1,297 百万円及び債権売却損 3,544

百万円を含んでおります。 

３．「その他の特別損失」は、割増退職金 966 百万円であります。 

４．１株当たり当期純利益金額 47 円 03 銭 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

    当行グループは、銀行業務を中心に保証業務、事業再生支援・債権管理回収業務、銀行事務代行業

務、証券業務などの金融サービスを提供しております。これらの事業において、資金運用手段はお客

様への貸出金を主として、その他コールローン及び債券を中心とした有価証券等であります。また、

資金調達手段はお客様からお預かりする預金を主として、その他コールマネー、借用金、社債等であ

ります。このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動に

よる不利な影響が生じないように、当行グループでは、資産および負債の総合的管理（ＡＬＭ）をし

ております。その一環として、デリバティブ取引も行っております。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する金融商品の内容及びそのリスクは、主として以下の通りであります。 

 

（貸出金） 

法人及び個人のお客様に対する貸出金（割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越等）であり、

貸出先の信用リスク及び金利リスクに晒されております。この信用リスクによって生じる信用コ

スト（与信関連費用）が増加する要因としては、不良債権の増加、特定業種の環境悪化等があげ

られます。 

 

（コールローン） 

主にコール市場（国内短期金利市場及び外貨短期金利市場における金融機関相互の資金取引市

場）を経由する資金貸付であり、貸付先の信用リスクに晒されております。 

 

（有価証券） 

主に株式及び債券であり、売買目的、満期保有目的、純投資目的及び政策投資目的で保有して

おります。これらはそれぞれ発行体の信用リスク、金利リスク、市場価格の変動リスク及び一定

の環境の下で売却が困難になるなどの流動性リスク（市場流動性リスク）に晒されております。

金利リスクのうち、一部は金利スワップ取引を行うことにより当該リスクを軽減しております。

外貨建債券については、上記リスクのほか、為替変動リスクに晒されておりますが、通貨スワッ

プ取引等を行うことにより当該リスクを軽減しております。 

 

（預金及び譲渡性預金） 

主に法人及び個人のお客様からお預かりする当座預金、普通預金等の要求払預金、自由金利定

期等の定期性預金及び譲渡性預金であり、予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難に

なる等の流動性リスク（資金繰りリスク）に晒されております。 

 

（コールマネー及び借用金） 

コールマネーは、主にコール市場（国内短期金利市場及び外貨短期金利市場における金融機関

相互の資金取引市場）を経由する資金借入、借用金は、主に他の金融機関等からの借入金であり、

一定の環境の下で当行グループが市場を利用できなくなる場合など、借入ができなくなるあるい

は支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。また、固定金利

の借用金については、金利リスクに晒されております。 

 

（社債）  

主に当行グループが発行した劣後特約が付与された円建社債であり、借用金と同様に流動性リ

スク及び金利リスクに晒されております。 
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（デリバティブ取引） 

デリバティブ取引の内容は主として以下のとおりであります。 

金利関連取引･･･金利先物取引、金利オプション取引、金利スワップ取引等 

通貨関連取引･･･通貨スワップ取引、資金関連スワップ取引、通貨オプション取引等 

債券関連取引･･･債券先物取引、債券オプション取引等 

信用関連取引･･･クレジットデリバティブ取引等 

 

これらのデリバティブ取引は、市場リスクと信用リスクに晒されております。市場リスクにつ

きましては、金利関連のデリバティブ取引は金利リスクに、通貨関連のデリバティブ取引は為替

変動リスクに、債券関連のデリバティブ取引は価格変動リスクに、信用関連のデリバティブ取引

は信用リスクにそれぞれ晒されております。 

金利リスク及び為替変動リスクを回避する目的で行っているデリバティブ取引の一部にはヘッ

ジ会計を適用しております。 

 

① 金利リスクヘッジ 

金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。ヘッジ方針等はグル

ープリスク管理委員会（ＡＬＭ委員会）で決定しており、ヘッジ対象は貸出金、債券等、ヘッジ

手段は金利スワップ等であります。ヘッジ有効性の評価は、業種別監査委員会報告第 24 号に則り

行っております。 

② 為替変動リスクヘッジ 

為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。ヘッジ対象は外

貨建金銭債権債務、ヘッジ手段は通貨スワップ及び資金関連スワップであります。これらのヘッ

ジ対象は実質的には資金運用通貨の調達手段又は資金調達通貨の運用手段であることから、原則

としてヘッジ会計を適用することとしております。ヘッジ有効性の評価は、業種別監査委員会報

告第 25 号に則り行っております。 

 

＜リスクの定義＞ 

  信用リスクとは、「信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の

価値が減少ないし減失し損失を被るリスク」であります。 

市場リスクとは、「金利、為替、株式等のさまざまな市場のリスク・ファクターの変動により、

保有する資産・負債（オフバランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスク、及び資産・負債

から生み出される収益が変動し損失を被るリスク」であり、「金利リスク」、「価格変動リスク」、

「為替変動リスク」に分類されます。金利リスクとは、「資産と負債の金利又は期間のミスマッチ

が存在している中で、金利が変動することにより利益が減少するないし損失を被るリスク」であ

ります。価格変動リスクとは、「有価証券等の価値が変動し損失を被るリスク」であります。また、

為替変動リスクとは、「外貨建資産・負債についてネット・ベースで資産超又は負債超のポジショ

ンを有する場合に、為替の変動により損失を被るリスク」であります。 

流動性リスクとは、「運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金

確保が困難になる、または通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより

損失を被るリスク（資金繰りリスク）」及び「市場の混乱等により市場において取引ができなかっ

たり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市

場流動性リスク）」であります。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

信用リスクは当行グループが保有する主要なリスクであり、資産の健全性を維持しつつ適正な

収益をあげるうえで、適切な信用リスク管理を行うことは銀行経営における最も重要な課題の一

つとなっております。 

当行グループの取締役会は、信用リスク管理の基本方針を定めた「信用リスク管理方針」及び

基本方針に基づき与信業務を適切に運営するための基本的な考え方や判断・行動の基準を明記し

た「与信の基本方針（クレジット・ポリシー）」を制定し、信用リスクを適切に管理しております。

また、債務者の実態把握、債務者に対する経営相談・経営指導及び経営改善に向けた取組みへの

25



 

   

支援を行っております。加えて、個別債務者やポートフォリオ等の信用リスク量を算定し、一般

貸倒引当金の検証、自己資本との比較、信用リスク管理手法への活用等を行い、信用リスクを合

理的かつ定量的に把握しております。 

信用リスク管理にかかる組織は、信用リスク管理部門およびリスク監査部門で明確に分離して

おります。さらに信用リスク管理部門には、審査部門、与信管理部門、格付運用部門、問題債権

管理部門を設置しており、信用リスク管理の実効性を確保しております。与信管理部門は、信用

リスクに関するアクションプランを定めた「リスク管理プログラム」に則り、信用リスク管理態

勢の整備・確立に努めております。リスク監査部門は、信用リスクの管理状況の適切性を監査し

ております。 

また、与信管理部門は、信用リスクおよび信用リスク管理の状況について定期的に又は必要に

応じて適時・適切に取締役会やＡＬＭ委員会等へ報告しております。 

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関して

は、信用リスク管理部門において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理を行ってお

ります。 

 

② 市場リスクの管理 

当行グループの収益の中で、金利リスク等の市場リスクにかかる収益は、信用リスクのそれと

ともに大きな収益源の一つですが、そのリスク・テイクの内容次第では、市場リスク・ファクタ

ーの変動によって収益力や財務内容の健全性に重大な影響を及ぼすことになります。 

当行グループの取締役会は、市場リスク管理の基本方針を定めた「市場リスク管理方針」及び

具体的管理方法を定めた管理規則を制定し、市場リスクを適切に管理しております。 

当行グループでは、ＡＬＭ委員会においてマーケット環境の変化に対する機動的かつ具体的な

対応策を協議し、対応方針を決定しております。リスク限度枠等については、ＦＦＧから配賦さ

れたリスク資本額やその他市場リスク管理に必要な限度枠を常務会等で設定し、半期に一度、見

直しを行っております。 

市場リスク管理にかかる組織は、市場取引部門（フロント・オフィス）、市場リスク管理部門（ミ

ドル・オフィス）、市場事務管理部門（バック・オフィス）及びリスク監査部門で明確に分離して

おり、相互牽制機能が発揮できる組織体制としております。市場リスク管理部門は、市場リスク

に関するアクションプランを定めた「リスク管理プログラム」に則り、市場リスク管理態勢の整

備・確立に努めております。リスク監査部門は、市場リスクの管理状況の適切性を監査しており

ます。 

また、市場リスク管理部門は、市場リスク及び市場リスク管理の状況について定期的に又は必

要に応じて適時・適切に取締役会やＡＬＭ委員会等へ報告しております。 

 

③流動性リスクの管理 

当行グループでは、流動性リスクの軽視が経営破綻や、ひいては金融機関全体の連鎖的破綻（シ

ステミック・リスク）の顕在化につながりかねないため、流動性リスクの管理には万全を期す必

要があります。 

当行グループの取締役会は、流動性リスク管理の基本方針を定めた「流動性リスク管理方針」、

具体的管理方法を定めた管理規則及び流動性危機時の対応方針を定めた規則を制定し、流動性リ

スクを適切に管理しております。 

当行グループでは、ＡＬＭ委員会においてマーケット環境の変化に対する機動的かつ具体的な

対応策を協議し、対応方針を決定しております。リスク限度枠等については、資金繰りリミット

や担保差入限度額等を常務会等で設定し、半期に一度、見直しを行っております。 

当行グループの資金繰りの状況について、状況に応じた管理区分（平常時・懸念時・危機時等）

及び状況に応じた対応方針を定め、資金繰り管理部門が月次で管理区分を判断し、ＡＬＭ委員会

で必要に応じて対応方針を協議する体制としております。 

流動性リスク管理にかかる組織は、日々の資金繰りの管理・運営を行う資金繰り管理部門、日々

の資金繰りの管理・運営等の適切性のモニタリング等を行う流動性リスク管理部門及びリスク監

査部門で明確に分離しており、相互牽制機能が発揮できる組織体制としております。流動性リス

ク管理部門は、流動性リスクに関するアクションプランを定めた「リスク管理プログラム」に則

り、流動性リスク管理態勢の整備・確立に努めております。リスク監査部門は、流動性リスクの

管理状況の適切性を監査しております。 
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また、流動性リスク管理部門は、流動性リスク及び流動性リスク管理の状況について定期的に

又は必要に応じて適時・適切に取締役会やＡＬＭ委員会等へ報告しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる

前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 22 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません

（（注２）参照）。 
    （単位：百万円）

 

 

 
連結貸借対
照表計上額 時  価 差  額 

 (1) 現金預け金 601,786 601,801 14

 (2) コールローン及び買入手形 7,730 7,730 △0

 (3) 買入金銭債権（＊1） 108,338 108,693 354

 (4) 特定取引資産  

  売買目的有価証券 2,157 2,157 －

 (5) 有価証券  

  満期保有目的の債券 137,412 147,658 10,245

  その他有価証券 1,336,365 1,336,365 －

 (6) 貸出金 6,107,255  

   貸倒引当金（＊1） △107,474  

   5,999,781 6,112,099 112,318

 (7) 外国為替（＊1） 5,762 5,764 2

 資  産  計 8,199,334 8,322,269 122,935

 (1) 預金 7,223,255 7,226,807 3,552

 (2) 譲渡性預金 317,457 317,570 113

 (3) コールマネー及び売渡手形 25,635 25,642 7

 (4) 債券貸借取引受入担保金 39,044 39,027 △16

 (5) 借用金 253,575 255,840 2,265

 (6) 外国為替 740 740 －

 (7) 社債 80,000 80,539 539

 負  債  計 7,939,707 7,946,169 6,461

 デリバティブ取引（＊2）  

  ヘッジ会計が適用されていないもの 4,569 4,569 －

  ヘッジ会計が適用されているもの (22,439) (22,439) －

 デリバティブ取引計 (17,870) (17,870) －

（＊１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭

債権、外国為替に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額か

ら直接減額しております。 

（＊２） 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示

しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（ ）で表示しております。 
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（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。満期のある預け金については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積

もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に基づく信

用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

  (2) コールローン及び買入手形 

これらのうち、有担保取引については、ほとんどの部分が担保により信用リスクが相殺されている

ため、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率

で割り引いた現在価値を算定しております。また無担保取引については、個々の取引から発生する将

来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分

ごとの予想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しており

ます。 

  (3) 買入金銭債権 

買入金銭債権のうち、満期のあるものについては、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フロ

ーを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に

基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。また満期のな

いものについては、信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

  (4) 特定取引資産 

トレーディング目的で保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金融機関

から提示された価格によっております。 

  (5) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

投資信託は、公表された基準価格によっております。但し、債券のうち、取引所の価格及び取引金融

機関から提示された価格のいずれも取得できないものについては、個々の取引から発生する将来キャ

ッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの

予想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。

将来キャッシュ・フローの見積もりは、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、次

回の金利期日を満期日とみなしております。 

自行保証付私募債は、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リ

スクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予想損失率に基づく信用リスク要因等を上

乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。将来キャッシュ・フローの見積もりは、変

動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、次回の金利期日を満期日とみなしております。 

    変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた結果、引続き市場価格を時価とみなせ

ない状態にあると判断し、当連結会計年度末においては、合理的に算定された価額をもって連結貸借

対照表計上額としております。これにより、市場価格等をもって連結貸借対照表計上額とした場合に

比べ、「有価証券」は 9,535 百万円増加、「繰延税金資産」は 3,852 百万円減少、「その他有価証券評価

差額金」は 5,682 百万円増加しております。 

    変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来のキャッシュ・フ

ローを、国債の利回り曲線に基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り

が主な価格決定変数であります。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しておりま

す。 

  (6) 貸出金 

貸出金については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リス

クの市場利子率に、内部格付に準じた貸出金の種類及び債務者区分ごとの予想損失率に基づく信用リ

スク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。将来キャッシュ・フローの

見積もりは、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、次回の金利期日を満期日とみ

なしております。 
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また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロ

ーの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価

は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当

該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないも

のについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似しているものと想定され

るため、帳簿価額を時価としております。 

  (7) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、輸出手形・旅行小切手等（買入外国

為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）であります。これらのうち、外国他店預けについ

ては、満期のない預け金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。また、買入外国為替及び取立外国為替については、個々の取引から発生する将来キャッ

シュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子率に、内部格付に準じた債務者区分ごとの予

想損失率に基づく信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた現在価値を算定しております。 
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負 債 

  (1) 預金、及び（2）譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを見積もり、

新規に預金を受け入れる際に使用する利率で割り引いた現在価値を算定しております。 

  (3) コールマネー及び売渡手形、及び(4)債券貸借取引受入担保金 

これらは、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場

利子率に、市場価格のある社債等から推定される当行の信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引

いた現在価値を算定しております。 

  (5) 借用金 

借用金については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リス

クの市場利子率に、市場価格のある社債等から推定される当社の信用リスク要因等を上乗せした利率

で割り引いた現在価値を算定しております。将来キャッシュ・フローの見積もりは、変動金利による

ものは短期間で市場金利を反映するため、次回の金利期日を満期日とみなしております。 

  (6) 外国為替 

外国為替は、他の銀行から受け入れた外国為替資金決済のための預り金及び非居住者円預り金（外

国他店預り）、売り渡した外国為替のうち支払銀行等への代り金の支払いが未了の外国為替（売渡外

国為替）、支払いのために仕向けられた外国為替のうち顧客への代り金の支払いが未了の外国為替（未

払外国為替）であります。これらは、満期のない預り金、又は外国為替であり、それぞれ時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

  (7) 社債 

当行の発行する社債の時価は、市場価格があるものは市場価格によっております。市場価格のない

ものは、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを見積もり、期間別の無リスクの市場利子

率に、市場価格のある社債等から推定される当行の信用リスク要因等を上乗せした利率で割り引いた

現在価値を算定しております。将来キャッシュ・フローの見積もりは、変動金利によるものは短期間

で市場金利を反映するため、次回の金利期日を満期日とみなしております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取

引（通貨先物、通貨オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション

等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっ

ております。 
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報

の「資産(5)有価証券」には含まれておりません。 

 
  

（単位：百万円）

 

 
区分 連結貸借対照表計上額 

 子会社及び子法人等株式並びに関連法人等株式（＊1） 2,780 

 その他有価証券  

 ① 非上場株式（＊1）(＊2) 7,985 

 ② 非上場外国証券（＊1） 33 

 ③ 投資事業有限責任組合等(＊3) 7,019 

 合  計 17,818 

 

（＊１） 子会社及び子法人等株式並びに関連法人株式、その他有価証券のうち非上場株式及び非上

場外国証券については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２） 当連結会計年度において、非上場株式について304百万円減損処理を行なっております。 

（＊３） 投資事業有限責任組合等のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて

困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりませ

ん。 
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（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、並びに「買入金銭債権」中

の信託受益権が含まれております。 

 

１．売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

  当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
（百万円） 

 売 買 目 的 有 価 証 券 3

 

２．満期保有目的の債券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

 
 種類 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 国債 101,996 112,029 10,032

 社債 17,692 17,984 292

 その他 70,597 70,812 215

 

時価が連結貸
借対照表計上
額を超えるも
の 

小計 190,286 200,826 10,540

 国債 8,234 8,174 △60

 社債 9,487 9,469 △18

 その他 8,681 8,673 △7

 

時価が連結貸
借対照表計上
額を超えない
もの 

小計 26,404 26,317 △86

 合計 216,690 227,144 10,453

 

３．その他有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 

 
 種類 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

 株式 67,055 35,274 31,780

 債券 774,660 761,421 13,238

 国債 332,814 326,667 6,146

 地方債 13,329 13,046 282

 社債 428,517 421,708 6,808

 その他 206,105 199,096 7,008

 

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 

小計 1,047,821 995,793 52,027

 株式 12,541 16,637 △4,095

 債券 123,848 124,398 △549

 国債 60,473 60,649 △176

 地方債 6,781 6,846 △64

 社債 56,594 56,902 △308

 その他 152,153 156,053 △3,900

 

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 

小計 288,543 297,089 △8,545

 合計 1,336,365 1,292,883 43,481
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４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31

日） 

該当事項はありません。 

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

  
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

 株式 5,315 596 2,481

 債券 141,295 2,460 37

 国債 － － －

 地方債 10,000 － －

 社債 131,295 2,460 37

 その他 4,841 1,177 16

 合計 151,451 4,233 2,536

 

６．保有目的を変更した有価証券 

   該当事項はありません。 

 

７．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価（市場価格又は合理的に算定された価額）のあるもののうち、当該有価証券

の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認めら

れないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結

会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、1,072 百万円（うち、株式 992 百万円、債券 79 百万円）で

あります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有

価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めております。 

 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

 要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

 

正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落又は、時価が取
得原価に比べ30％以上50％未満下落したもので市場価
格が一定水準以下で推移等 

なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形取引所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破

綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻

懸念先とは、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社であります。要注意先とは、

今後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

及び要注意先以外の発行会社であります。 
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